
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

七飯町教育委員会 教育総務課 庶務係 

〒041-1193 

七飯町本町６丁目１番２号 七飯町文化センター内 

電話：0138-66-2069（平日 8：30－17：15） 

F A X：0138-66-2070 

MAIL：411-shomu@town.nanae.hokkaido.jp 

七飯町奨学金等償還支援事業助成金の手引き 

令和８年度 受付期間 

令和８年４月１３日（月）～１０月３０日（金） 



【助成金の内容と目的】 

七飯町に定住し、かつ、七飯町又は近隣市町村に就業する者が就学のために貸与を受け

た奨学金等を償還するための経費の一部を助成します。 

七飯町の発展に寄与する意志がある者への支援はもとより、町へのＵＩＪターンの促

進と人口流出の抑制、人口減少時代における定住人口増加及び地域企業の労働力確保を

推進することを目的としています。 

 

【対象となる奨学金】 

・七飯町育英基金 

・日本学生支援機構奨学金（第一種・第二種） 

・その他町長が認める奨学金 

 

【対象者】 

下記の全てに該当する者 

・令和４年３月以降に大学等（大学院、大学、短期大学、高等専門学校、高等学校及び専

修学校）を卒業（修了）した者 

・大学等の在学期間中に奨学金等の貸付を受け、令和４年４月以降に償還が始まった者 

・申請年度の前年度における償還義務のある奨学金等を全額償還した者 

・奨学金等の償還に対し、他からの助成を受けていない者 

・償還月以前から町の住民基本台帳に記録されており、現に居住し、かつ、助成金の交付

を受ける年度の末日まで継続して居住する見込みである者 

・大学等を卒業（修了）後、町内又は近隣自治体の事業所等に正規社員等として就業して

いる者（公務員及び独立行政法人職員は除く。）又は自営業者等で、助成金の交付を受

ける年度の末日まで継続して就業する見込みである者 

・町税等の滞納がない者 

・暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有しない者 

 

【助成金の額】 

申請時に町内事業所等に就業している場合：前年度償還額の 2/3に相当する額 

申請時に近隣自治体の事業所等に就業している場合：前年度償還額の 1/2に相当する額 

※前年度償還額は利子を除いた金額とし、複数の奨学金がある場合は合計額 

※ただし、月１万円（年間１２万円）が上限で、助成金に千円未満の端数が生じた場合

は、その端数の額は切り捨てます。 

 

【助成対象期間】 

奨学金等の償還が開始した月から起算して１０年です。 



【申請の流れ】 

（１）申請年度の前年度における償還義務のある奨学金等を全額償還します。 

（２）下記の関係書類を町へ提出します。（令和８年度の受付期間は 4/13～10/30 です） 

（３）申請が決定された場合、町から申請者に対し決定通知を発送します。 

決定通知を受け取ったら、同封されている請求書を町へ提出します。 

町で請求内容を確認した後、指定の口座に振り込みます。 

（４）翌年度以降も助成金を希望する方は、翌年度も改めて申請が必要です。 

 

【申請時に提出する書類】 

（１）申請書（別記第１号様式） 

（２）誓約書（別記第３号様式） 

（３）奨学金等の貸与を証する書類（写し） 

（４）奨学金等の借入残額、前年度の償還額、償還開始月及び償還期間が確認できる書類（写し） 

（５）大学等の卒業証明書等（写し） 

（６）本人確認書類（運転免許証、マイナンバーカード等）（写し） 

（７）その他町長が必要と認める書類 

 

 

 

 

 

 

 

※七飯町育英基金を償還している方は、（３）（４）の書類は不要です。 

※日本学生支援機構を償還している方は、（３）（４）の書類として下記の書類を日本学

生支援機構が運営する「スカラネット」から請求・取得しご提出ください。 

・奨学金貸与証明書 

・奨学金返還証明書 

・奨学金返還額証明書 

（原則、前年の４月または１０月から本年の３月を対象期間にしてください） 

・口座加入通知 

 

【その他】 

・申請内容の変更、誤り、虚偽の申請があった場合は、交付した助成金を返還していただ

く場合があります。予めご了承ください。 

 ・交付した助成金は奨学金等の償還に充ててください。 

【事業所等に雇用されている場合】 

・雇用（在職）証明書（別記第２号様式）（事業所に記入してもらってください） 

・雇用保険被保険者証、雇用保険資格取得等確認通知書等（写し） 

 （事業所から取得してください） 

【農業等自営業に従事している場合】 

・営農証明や雇用証明書等（写し） 

 

償還が 10 月から開始した方は 10月を選択してください。 


